






































































































































































































































































































































































































































































































































（%）2001 1989 2001 1989
リフネ州 1171.4 100 100 100.6 ミコライフ州 1262.9 100 100 95.1
ウクライナ人 1123.4 95.9 93.3 103.5 ウクライナ人 1034.5 81.9 75.6 103.1
ロシア人 30.1 2.6 4.6 56.2 ロシア人 177.5 14.1 19.4 68.8
ベラルーシ人 11.8 1 1.4 73.5 モルドヴァ人 13.1 1 1.3 79
ポーランド人 2 0.2 0.3 67 ベラルーシ人 8.3 0.7 1.1 57.8
　 ブルガリア人 5.6 0.4 0.5 79.5
ポルタヴァ州 1621.2 100 100 92.7 アルメニア人 4.2 0.3 0.1 in 2.4 times more
ウクライナ人 1481.1 91.4 87.9 96.4 ユダヤ人 3.2 0.3 0.9 27.4
ロシア人 117.1 7.2 10.2 65.4 　
ベラルーシ人 6.3 0.4 0.5 66.1 オデッサ州 2455.7 100 100 93.6
アルメニア人 2.6 0.2 0.1 in 2 times more ウクライナ人 1542.3 62.8 54.6 107.6
モルドヴァ人 2.5 0.2 0.2 93.6 ロシア人 508.5 20.7 27.4 70.7
　 ブルガリア人 150.6 6.1 6.3 90.9
テルノピル州 1138.5 100 100 97.8 モルドヴァ人 123.7 5 5.5 85.6
ウクライナ人 1113.5 97.8 96.8 98.9 ガガウズ人 27.6 1.1 1 100.9
ロシア人 14.2 1.2 2.3 53.3 ユダヤ人 13.3 0.5 2.6 19.4
ポーランド人 3.8 0.3 0.6 57.5 ベラルーシ人 12.7 0.5 0.8 60.1
　 アルメニア人 7.4 0.3 0.2 142.9
ヴィニツィア州 1763.9 100 100 91.8 ジプシー 4 0.2 0.1 104.3
ウクライナ人 1674.1 94.9 91.5 95.2 　
ロシア人 67.5 3.8 5.9 60 スミ州 1296.8 100 100 90.8
ポーランド人 3.7 0.2 0.4 45.1 ウクライナ人 1152 88.8 85.5 94.4
ベラルーシ人 3.1 0.2 0.3 61.1 ロシア人 121.7 9.4 13.3 64
ユダヤ人 3 0.2 1.4 11.7 ベラルーシ人 4.3 0.3 0.4 67.3
モルドヴァ人 2.9 0.2 0.2 87.2 　
　 ドニプロペトロフスク州 3561.2 100 100 92
ヴォリン州 1057.2 100 100 99.9 ウクライナ人 2825.8 79.3 71.6 102
ウクライナ人 1025 96.9 94.6 102.4 ロシア人 627.5 17.6 24.2 67.1
ロシア人 25.1 2.4 4.4 53.6 ベラルーシ人 29.5 0.8 1.3 59.6
ベラルーシ人 3.2 0.3 0.5 62.1 ユダヤ人 13.7 0.4 1.3 27.5
　 アルメニア人 10.6 0.3 0.1 in 2 times more
フメルニツキ州 1426.6 100 100 93.8 アゼルバイジャン人 5.6 0.2 0.2 93.9
ウクライナ人 1339.3 93.9 90.4 97.4 　
ロシア人 50.7 3.6 5.8 57.6 ドネツク州 4825.6 100 100 90.8
ポーランド人 23 1.6 2.4 62.7 ウクライナ人 2744.1 56.9 50.7 101.9
ベラルーシ人 2.7 0.2 0.3 59.2 ロシア人 1844.4 38.2 43.6 79.6
　 ギリシャ人 77.5 1.6 1.6 92.6
チェルニフツィ州 919 100 100 97.7 ベラルーシ人 44.5 0.9 1.4 57.9
ウクライナ人 689.1 75 70.8 103.4 タタール人 19.1 0.4 0.5 75.2
ルーマニア人 114.6 12.5 10.7 114.2 アルメニア人  15.7 0.3 0.2 155.1
モルドヴァ人 67.2 7.3 9 79.5 ユダヤ人 8.8 0.2 0.5 31.4
ロシア人 37.9 4.1 6.7 60.1 アゼルバイジャン人 8 0.2 0.1 187.1
ポーランド人 3.3 0.4 0.5 71.6 　
ベラルーシ人 1.4 0.2 0.3 51.8 ハルキフ州 2895.8 100 100 91.2











（%）2001 1989 2001 1989
　 ロシア人 742 25.6 33.2 70.4
ジトミル州 1389.3 100 100 90.4 ベラルーシ人 14.7 0.5 0.7 64.4
ウクライナ人 1255 90.3 84.9 96.1 ユダヤ人 11.5 0.4 1.5 23.7
ロシア人 68.9 5 7.9 56.7 アルメニア人 11.1 0.4 0.3 136.9
ポーランド人 49 3.5 4.5 70.7 アゼルバイジャン人 5.6 0.2 0.2 86.9
ベラルーシ人 4.9 0.4 0.5 58.9 グルジア人 4.4 0.2 0.1 138.8
ユダヤ人 2.6 0.2 1.4 12.3 　
　 ヘルソン州 1172.7 100 100 94.8
ザカルパチア州 1254.6 100 100 100.7 ウクライナ人 961.6 82 75.7 102.6
ウクライナ人 1010.1 80.5 78.4 103.4 ロシア人 165.2 14.1 20.2 66.2
ハンガリー人 151.5 12.1 12.5 97.3 ベラルーシ人 8.1 0.7 1 64.8
ルーマニア人 32.1 2.6 2.4 109 タタール人 5.3 0.5 0.2 in 2.5 times more
ロシア人 31 2.5 4 62.7 モルドヴァ人 4.1 0.4 0.5 74.4
ジプシー 14 1.1 1 115.4 アルメニア人 4.5 0.4 0.1 in 3.8 times more
スロヴァキア人 5.6 0.5 0.6 77.7 クリミア タタール人  2 0.2 0.5 36.2
ドイツ人 3.5 0.3 0.3 103 　
　 ルガンスク州 2540.2 100 100 88.9
キロヴォグラド州 1125.7 100 100 91.7 ウクライナ人 1472.4 58 51.9 99.3
ウクライナ人 1014.6 90.1 85.3 96.9 ロシア人 991.8 39 44.8 77.5
ロシア人 83.9 7.5 11.7 58.3 ベラルーシ人 20.5 0.8 1.2 61.4
モルドヴァ人 8.2 0.7 0.9 77.4 タタール人 8.5 0.3 0.4 71.6
ベラルーシ人 5.5 0.5 0.8 57.5 アルメニア人 6.5 0.3 0.1 170.5
アルメニア人 2.9 0.3 0.1 in 4.4 times more 　
ブルガリア人 2.2 0.2 0.3 70 ザポリジア州 1926.8 100 100 92.9
　 　 　 　 　 ウクライナ人 1364.1 70.8 63.1 104.3
イヴァノ・フランキフスク州 1406.1 100 100 99.5 ロシア人 476.8 24.7 32 71.8
ウクライナ人 1371.2 97.5 95 102.1 ブルガリア人 27.7 1.4 1.7 80.2
ロシア人 24.9 1.8 4 43.7 ベラルーシ人 12.6 0.7 0.9 68.9
　 ユダヤ人 4.3 0.2 0.7 30.3
キエフ州 1821.1 100 100 94.1 アルメニア人 6.4 0.3 0.1 255
ウクライナ人 1684.8 92.5 89.4 97.4 タタール人 5.1 0.3 0.3 98.3
ロシア人 109.3 6 8.7 65.1 グルジア人 3.8 0.2 0 in 4.2 times more
ベラルーシ人 8.6 0.5 0.6 71.8 　
ポーランド人 2.8 0.2 0.3 55.7 セヴァストポル市（市評議会） 377.2 100 100 95.4
　 ロシア人 270 71.6 74.4 91.8
キエフ市 2567 100 100 99.8 ウクライナ人 84.4 22.4 20.7 103.3
ウクライナ人 2110.8 82.2 72.5 113.3 ベラルーシ人 5.8 1.6 1.9 78
ロシア人 337.3 13.1 20.9 62.9 タタール人 2.5 0.7 0.3 in 2.4 times more
ユダヤ人 17.9 0.7 3.9 17.9 クリミア・タタール人 1.8 0.5 0.1 in 5.9 times more
ベラルーシ人 16.5 0.6 1 65.5 アルメニア人 1.3 0.3 0.1 in 3.2 times more
ポーランド人 6.9 0.3 0.4 66.3 ユダヤ人 1 0.3 0.7 36.2
アルメニア人 4.9 0.2 0.2 108.9 モルドヴァ人 0.8 0.2 0.3 70
　 アゼルバイジャン人 0.6 0.2 0.1 in 2.5 times more
チェルニギフ州 1236.1 100 100 87.5 　
ウクライナ人 1155.4 93.5 91.5 89.4 クリミア自治共和国 2024 100 100 99.4











（%）2001 1989 2001 1989
ベラルーシ人 7.1 0.6 0.8 66.9 ウクライナ人 492.2 24.3 26.7 90.5
　 クリミア・タタール人  243.4 12 1.9 in 6.3 times more
リヴィウ州 2606 100 100 95.5 ベラルーシ人 29.2 1.4 2.1 68.9
ウクライナ人 2471 94.8 90.4 100.3 タタール人  11 0.5 0.5 116.2
ロシア人 92.6 3.6 7.2 47.4 アルメニア人 8.7 0.4 0.1 in 3.6 times more
ポーランド人 18.9 0.7 1 70.5 ユダヤ人 4.5 0.2 0.7 30.2
ベラルーシ人 5.4 0.2 0.4 50.4 ポーランド人 3.8 0.2 0.3 70.9
　 モルドヴァ人 3.7 0.2 0.3 68.8
チェルカシ州 1398.3 100 100 91.6 アゼルバイジャン人 3.7 0.2 0.1 173
ウクライナ人 1301.2 93.1 90.5 94.2
ロシア人 75.6 5.4 8 61.8




































































































































⃝　ロシア語の oや eはウクライナ語ではしばしば i にとって代わられる。
⃝　強調のない母音もウクライナ語では曖昧化せずに発音される。
⃝　ロシア語の i と yがウクライナ語では中間音になる。
⃝　cは直前の子音の軟音化をもたらさない。
⃝　gの音が hになる。
⃝　呼格がある。
⃝　未来形を表す動詞語尾 imu がある。
⃝　語幹末のh、ch、kが語尾変換に際してz、c、sに変化する。
⃝　ґ、ї、єのようにウクライナ語固有の文字がある。
　現在ウクライナの国民の33.6％はキリスト教徒のアイデンティティを持って
いるが、国民の62.5％は無宗教ないし宗教団体に属していない69。（表3参照）
西欧諸国同様、宗派に属していても世俗化が進んでいる。
　ルーシの洗礼以来ウクライナの正教会はコンスタンティノーポル総主教庁に
属していたが、1686年にモスクワ総主教に移され、20世紀末までモスクワ総
主教庁に属していた。この移管は教会法に違反していたと指摘されるが 70、モ
スクワ総主教庁側はこの移管を「教会法違反」とは捉えていない。1990年には、
ウクライナの独立運動に呼応して、モスクワ総主教庁から分離独立したキエフ
総主教庁が設立された。他国の正教会はこのキエフ総主教庁・ウクライナ正教
会の教会法上の合法性を認めていないが、信徒数ではウクライナにおける最大
の教会となっている。これに次ぐ正教会としてモスクワ総主教庁のもとにある
ウクライナ正教会（モスクワ総主教庁系）は、他国の正教会からも教会法上の
合法性を認められているが、ウクライナ国内での信者数は減少している。他に
もウクライナ独立正教会と独立合法ウクライナ正教会の教会組織が存在する。
東方典礼カトリック教会であるウクライナ東方カトリック教会が正教に次いで
勢力を有し、西方典礼のカトリック教会およびプロテスタント、さらにイスラ
ム教徒、ユダヤ教徒、仏教徒も少数存在する。
69   Sociology pool by Razumkov centre. 2006.4-6
70   Subtelny （2000）, pp. 193-194.
53ウクライナにおけるナショナリズムの暴走
５．ヨーロッパ連合かユーラシア連合か
　ウクライナは「ヨーロッパの穀倉」地帯として知られ、鉄鉱石や石炭の資源
に恵まれ鉄鋼業を中心として重化学工業が発達している。ウクライナは、1991
年8月に独立したが、価格や貿易の自由化等のショック療法に伴う10,000％を
超えるハイパー・インフレーションを経験し、GDPも半分以下に急減した。
　リードは、「当時のクラフチュク大統領のニックネームは“ずるい狐”で、彼
は傘を持ち歩く必要がない、なぜなら雨粒の間をひらりと身をかわすことがで
きるからと揶揄されていたように、危機的な状況にあっても何もしようとしな
かった。ウクライナを自由に導くことを任せた彼をもてはやすことに熱心で
あったナショナリストたちは、“国家建設（state-building）”の前に“国民作り
（nation-building）”をしなければならないと言い訳させた」71と論評している。
　緊縮政策の下でバーター取引が蔓延し、シャドウ・エコノミーが幅を利かせ、
財政赤字、国際収支の赤字という双子の赤字は構造的に改善されておらず、赤
字補填のための高金利での資金調達は、金利支払いのため、財政を圧迫する要
71   Reid （1997）p. 219.
表3　属している宗教集団の内訳（％）
　 人口に占める割合 宗教集団に属している人の内訳
ウクライナ正教会 （モスクワ総主教庁系） 10.9 29.4
ウクライナ正教会・キエフ総主教庁 14.9 39.8
独立ウクライナ正教会 1 2.8
ウクライナ東方カトリック教会 5.3 14.1
西方カトリック教会 0.6 1.7
プロテスタントの諸宗 0.9 2.4
イスラム教 0.2 0.6
ユダヤ教 0.1 0.2
仏教 0 0.1
その他の宗教集団 0.7 2
わからない 2.6 7
無宗教ないし宗教団体に属していない 62.5 ─
出所：http://razumkov.org.ua/ukr/poll.php?poll_id=300
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因となり、1997年のアジア通貨危機に端を発したエマージング・マーケット
からの短期資金の引上げとともに、1998年にデフォルトに陥った。ウクライ
ナは農産物と鉄鋼製品で強力な国際競争力を持っているが、EU域外に対する
関税障壁・非関税障壁によってシャットアウトされてきたことがウクライナ経
済を停滞させてきた最大の原因といえる72。
　ゴルバチョフは「欧州共通の家」構想で、体制が異なる国同士が共通の家で
協力しながら共存することを示したが、西欧はこれを無視し、西欧のルールを
受け入れた国のみをEUに加盟させてきている。EUが多様性を尊重する体制で
あれば、「欧州共通の家」構想と同じようにウクライナもロシアも仲良くEUに
加盟してしまえばよいのである73。しかしながら、EUは多様性を尊重する体制
にはなっておらず、これまでセルビア、トルコ、ウクライナなどを真剣に加盟
させようとは考えてきていなかった74。ましてや、ロシアは論外であった。
　ソ連崩壊後、ソビエト社会主義共和国連邦を構成していたバルト諸国を除く
12ヵ国によって独立国家共同体（CIS）が結成された75。さらに、ロシア、ベ
ラルーシ及び中央アジアの4ヵ国からなる経済共同体であるユーラシア経済共
同体（EAEC、EurAsEC）が2000年10月に創設された。2011年10月、プー
チンはベラルーシ、カザフスタンを構成国とする新たな連邦国家「ユーラシア
連合」の創設を提案し、ウクライナも引き入れたいと試みてきている。
　EUの形成と拡大は、「ヨーロッパとは何か」という議論を巻き起こしてきた。
ロシアはEUと境界線を接することとなったが、ヨーロッパとの関係の中で自
72   森・西村（1999年）参照。森（2003年）pp. 285-294.
73   2002年にロシア経済は、EUおよびアメリカから「市場経済国」ステイタスを与えられたことに象
徴されるように、貿易関係でも産業の構造改革の面でも、ロシアはウクライナより西欧経済への統
合が進んでいるといえる。議員の問では、「ロシアと一緒にEUに加盟しよう」運動がある。藤森
（2002年） p. 166.
74   筆者は国際協力銀行で円借款のウクライナ担当として何度もウクライナを訪れたが、円借款などの
経済協力の窓口は経済・欧州統合省であった。ウクライナ政府としてEUに加盟することを目標に
取り組むという主旨が省の名称からも伺えた。しかし、欧州委員会のスタンスは、2004年の東欧
8ヵ国とマルタ、キプロスの加盟後、ルーマニアとブルガリアを追加加盟させ、その後は、せいぜ
い1～ 2ヵ国の加盟を検討するというもので、ウクライナのEU加盟を真剣に検討してきたとはい
えず、奇異な印象があった。
75   ゆるやかな国家連合体で、当時の欧州共同体 （EC） 型の組織をモデルにしたが、独自の憲法や議会
をもってはいない。トルクメニスタンとウクライナは、憲章を批准していないため非公式な加盟国
である。ウクライナは2014年クリミア危機により脱退を宣言し、2008年8月の南オセチア紛争で
2009年8月にグルジアが脱退したため、現在の正式加盟国は9ヵ国である。
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己認識を形成してきたロシアにとって、自らが「ヨーロッパ」に含まれるかど
うかという古典的命題を再び突きつけられている。他方、APECといったアジ
アの地域枠組みに積極的に参画しようとしてきたことは、ロシアにアジアの一
角を占める「ユーラシア」国家を志向しているといえる。ロシアは「ヨーロッ
パ」なのか、「アジア」なのか、「ユーラシア」なのか。ロシアを、ヨーロッパ
そのものでもなく、アジアでもなく、ヨーロッパとアジアを架橋する「ユーラ
シア」と定義するのであれば、積極的な可能性を秘めているといえよう。
　19世紀以来、ロシアの「アイデンティティ」をめぐって知識人の粋を集め
て戦わされてきた議論は、100年近くもの間、西欧派対スラブ派という枠組み
の中に収まり続けていた。これに対して、ユーラシア主義の設定は、単に、空
間的にヨーロッパとアジアの間に位置するということではなく、そこに両者を
「つなぐ」意味を見出したということである。第二に、その結果としてもたら
された民族的・文化的多様性を、「ユーラシア」たるロシアの特性として位置
づけたことである76。
　ヨーロッパをモデルとした近代化や国家形成は住民の同質化を前提としてい
るため、地域に本来あるべき多様性を破壊し、これを画一化し、さらには、社
会・文化におけるエリート層と民衆層を引き裂く結果をもたらす。ユーラシア
主義者が案出した「ユーラシア」イメージとは、内にスラブやアジアを含み、
それらが対等に結び付いたものとして描かれ、この「ユーラシア」は「ヨー
ロッパ」へのアンチテーゼとして論じられ、前者には多様性、後者には画一
76   ユーラシア主義者によれば、ロシアには、南からは「ビザンチン文化」、西からは「ヨーロッパ ［ロ
マンス・ゲルマン語系あるいはカトリック］ 文化」が流れ込み、東から南東にかけてはモンゴル・
タタールやステップ遊牧民の影響が色濃いこの地域では、スラブ系諸民族と「トゥラン系 ［ウラル・
アルタイ語系］」諸民族とが有機的なつながりをもち、調和をもって共存している。そして、この
多様性は「ユーラシア」の地においては決して均質化されることなく存続しており、ロシアは、
ヨーロッパやアメリカでできあがった国家・社会とは異なる様態であると考えられた。ヨーロッパ
中心主義的発想に立てば、「アジア」とは、現に19世紀末までのロシア知識人たちがみなしてきた
ように、「野蛮」や「後進性」を表す概念でしかない。そのため、ロシアの「内なるアジア」、つま
り、ロシア領内に生きる非ヨーロッパ系、非スラブ系の諸民族と彼らの文化は、ロシアにとっては
「未開」「後進」であり、近代化 （時に「ヨーロッパ化」） されるべき対象だと考えられたのである。
しかし、ユーラシア主義の主張した地域における民族的多様性の議論は、ロシアの「アジア的要素」
を肯定的に評価するという、「アジア」観の転換をもたらした。換言すれば、ユーラシア主義はロ
シア思想史上初めて、スラブとアジアを対等に扱った思想であったといえる。浜（2008年）
pp. 20-22.
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性・均質性の意味が付与されていたのである77。
　ウクライナ人の多くはポーランドのようにEUに加盟して豊かになりたいと
いう願望をもっている。しかし、ポーランドやハンガリーなどの東欧諸国は、
関税同盟でもあるEUに加盟しなければ生き残る道がなく、他に選択肢はな
かったが、一部の富裕層を除いて、中産階級から転落していく人々が増え、数
十万人規模で職を得られない若者が西欧に出稼ぎに行っているのである。ポー
ランドやハンガリーなどの東欧諸国は、ドイツを中心とする西欧諸国に対して
不満を表明し格差是正に本気で取り組ませるべきであり、ウクライナの人々に
幻想を持つべきではないと伝えるべきである。
　歴史的にもウクライナは西欧とロシアのボーダーランドであり、双方に支配
されてきたという歴史を持っている。ヨーロッパ連合かユーラシア連合かのい
ずれか一方にだけ加盟すれば、必ず不満を抱く人々が存在することになるので
あり、両方に加盟し両方のメリットを享受するという選択肢もあるはずである。
６．東欧における国外同胞問題
　ウクライナのザカルパチア州にはハンガリー人が15万人いるが、独自のハ
ンガリー語師範大学を持つなど、他所（ルーマニアやスロヴァキア）のハンガ
リー系少数民族の場合と比べて特権的な地位さえ築いていて78、ウクライナで
は多文化共生が実現されていた。ルーマニアのトランシルヴァニアにいる150
万人のハンガリー人79は、チャウセスク体制でハンガリー語の公共施設での使
用禁止などの乱暴なルーマニア化政策で抑圧され、1990年以降もハンガリー
77   浜、同上。
78   家田（1999年）参照。
79   国外同胞の正確な数を知ることは困難で、ハンガリー外務省は隣接諸国に住むハンガリー人の数を
全体として300-350万人と推定。Külügyminisztérium T/4070/14. számú háttéranyag a szomszédos 
államokban élö magyarokról szóló törvény végrehajtásának költségvetési vonzatairól; www.mkogy.
hu/irom36/4070/4070-014.htm内訳は、ルーマニア150-200万、スロヴァキア60-70万、ユーゴスラ
ヴィア30-35万、ウクライナ15-20万である。ネーメト外務次官 の国会発言：March 20, 2000, 126. 
ülésnap, 49. felszólalás; www.mkogy.huオーストリアには3 万3千人（1991公式統計）のハンガリー
人がいる。また隣接諸国以外ではアメリカなどを中心に150-200万人程のハンガリー人がいると言わ
れている。Valuch （2001）, pp. 87-92. オーストリア＝ハンガリー二重帝国は第一次世界大戦で敗戦国
となり、1920年6月4日に結ばれたトリアノン条約により、ハンガリーはトランシルヴァニアなど二
重帝国時代の王国領のうち、面積で72%、人口で64%を失い、ハンガリー人の全人口の半数ほどがハ
ンガリーの国外に取り残された。
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人とルーマニア人の間で衝突が起こっていた80のに対し対照的であった。
　このように、国外同胞問題は東欧全体に係わる問題となっていて、地位法が
締結されてきている。オーストリア（南チロルの国外オーストリア人に関して、
1979年制定）、スロヴェニア（隣接諸国の国外スロヴェニア人に関して、1996
年制定）、スロヴァキア（国外スロヴァキア人に関して、1997年制定）、ギリ
シャ（アルバニアの国外ギリシャ人に関して、1998年制定）、ルーマニア（国
外ルーマニア人に関して、1998年制定）、ロシア（国外ロシア人に関して、
1999年制定）、ブルガリア（国外ブルガリア人に関して、2000年制定）、そし
てイタリア（スロヴェニアとクロアチアの国外イタリア人に関して、2001年
制定）の立法である。ハンガリー地位法は他の東欧諸国の後塵を拝して2001
年に制定された。
　ハンガリー地位法の前文の各論として注目すべき第一の論点は、まず⑤の立
法目的である。ここでは3点が立法目的として列挙されている。すなわち、
A.「国外ハンガリー人が統一的ハンガリー国民の一部を形成すること」
B.「国外ハンガリー人が生まれ故郷において幸福を追求すること」
C.「国外ハンガリー人に彼らの国民的身分証明を保障すること」
　地位法制定を政治日程に載せ始めた時期に立ち戻れば、在外市民権などの公
法的地位を国外ハンガリー人に与えることが意図されていたのであり、この市
民権的地位が第一の立法目的を体現するはずだった。しかし結果的に市民権的
地位は法案に盛り込まれなかった。
　立法目的Bの「生まれ故郷において幸福を追求すること」も、ルーマニアに
おいてハンガリー人に対する抑圧差別をなくし移住しなくてもよいようにすべ
きという趣旨にもとれるが、国外ハンガリー人がハンガリーに大挙して移住し
てこないようにするという思惑があった。EUに加盟すれば人の移動は自由に
なり、国外同胞が生まれ故郷を離れて最適な自己実現を追求することができる
80   1990年3月15日のハンガリーの1848年3月革命記念日に、ルーマニア・トランシルヴァニア地方の
中心都市であるティグル・ムレシュ（ハンガリー語：マロシュヴァーシャールヘイ）におけるハン
ガリー人の大集会で、ハンガリー人が差別抑圧されていることに対して「トリアノン条約の所為で
ある（Trianon ide vezetett!）」と演説し大歓声が上がった。「トリアノン条約の所為である」という
ことは領土修正主義と捉えられ、ルーマニア人とハンガリー人の間で大規模な衝突が起こり、ハン
ガリー人の著名な作家のシュテー・アンドラーシュ（Sütő András）は目を切りつけられた。
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はずで、この条項は問題があった。
　ハンガリーのオルバーン政権81の、国外ハンガリー人に便益や権利などの授
与を通して「国境を越えた統一的ハンガリー国民形成」という思想をもった地
位法に対して隣接諸国や西欧社会は不審感を抱くことになった。
　オルバーン政権は、当初、二重国籍ないし在外市民権という選挙権を含む幅
広い権利を国外ハンガリー人に与え、「国境を越えた統一的ハンガリー国民形
成」を企図していたが、民族籍を確認する「ハンガリー人証明書」の発行と便
益の供与だけが法案の条文に盛り込まれた。さらに、「ハンガリー人証明書」
のヴェネチア裁定的解釈の受け入れによって、1998年の政権獲得以来進めて
きた国民形成政策の実質的な思想的敗北宣言を行なった。ヴェネチア裁定後、
オルバーン首相はルーマニアとの交渉において、ルーマニア市民全体が地位法
の便益（就労権）にあずかることができるという譲歩を与え、それと引き換え
に地位法のルーマニアへの適用を認めさせた。これは民族的差別の禁止という
ヴェネチア裁定の指針に従ったものだが、同時に地位法がハンガリー国民形成
を具体化する施策ではもはやなくなったことを意味した。
　国外同胞問題を抱えている東欧諸国をEUが統合するのであれば、東欧にお
ける新たな国民形成と地域統合の矛盾について、実践的にはもちろん、理論的
にも整理し、新たな国民形成ではなく、少数派民族の言語を公用語から外すな
どの抑圧差別をなくし移住しなくてもよい社会にすべきことが求められる。さ
らには、スラブ・ユーラシアや東欧と類似した民族混住状況にあるコーカサス
や中央アジア、すなわち中央ユーラシア地域における民族対立を克服するお手
本になる必要があろう。民族の移動と混住という長い歴史からの遺産を継承し
ているこの地域において国民国家を形成することは、ユーゴスラヴィアのよう
に諸国民間の流血的な権力闘争に発展することとなり、悲劇的な結果しかもた
らさないことを示している。
　当初、米国もEUもユーゴスラヴィアの分離独立の動きには制裁を加えると
いっていたにもかかわらず、ドイツのクロアチア独立承認によって、米国も
EUも寄ってたかってユーゴスラヴィアを悲劇の戦場にしたのである82。ウク
81   青年民主連合・ハンガリー市民党（Fiatal Demokrata Szövetsége-Magyar Polgári Párt,フィデス）
82   千田（1999年）参照。森（2011年）pp. 78-79.
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ライナも寄ってたかってユーゴスラヴィアの二の舞にさせられる危険性がある。
おわりに
　EUや米国のリーダーやマスコミは「民主主義政府」をロシアの軍事的圧力
から守ることを主張している。しかし、暫定新政府の組閣人事を見ると、ヤヌ
コヴィチらのドネツクのオリガーキーの代わりにドニプロペトロフスクのオリ
ガーキーとネオ・ナチが大量に入閣しているのであり、無批判に支持できるも
のではない。
　2004年の「オレンジ革命」の時もそうであったように、キエフ、ドニプロ
ペトロフスクやドネツクなどのウクライナ人、ロシア人、タタール人のオリ
ガーキーの支配によって大多数のウクライナ国民は貧困に喘いでいたのであり、
オリガーキーの支配を打倒する闘いであった。しかし、「オレンジ革命」後の
ユシチェンコ大統領とティモシェンコ首相の政権も、自らのオリガーキー性を
克服することができず、腐敗が続き信頼を失っていった。
　2013年11月からの独立広場を中心とした運動は、キエフ、ドニプロペトロ
フスクやドネツクなどのウクライナ人、ロシア人、タタール人のオリガーキー
の支配に対する国民の不満が、スヴォボダなどによって人為的にナショナリズ
ムが煽られ、ウクライナ人、ロシア人、タタール人の間での民族対立にすり替
えられてしまったのであり、貧困に喘いでいる大多数のウクライナ国民の問題
は解決されるどころかより深刻化し、無益に対立し内戦になってしまった83。
　ウクライナ人とロシア人、クリミア・タタール人をはじめとするウクライナ
の様々な民族は、長い間、平和的に混住して生活してきたのであり、分離独立を
しても新たに引かれた国境線の内側に他民族を抱え、国境線の外側に自民族を
取り残すことになり、終わりのない悲劇を続けることになってしまうのである。
　ユーゴスラヴィア紛争から何も教訓が引かれておらず、ユーゴスラヴィアよ
りもマグニチュードが大きいウクライナでナショナリズムの暴走が引き起こさ
れている。人民戦線のファシズムに対する戦いであった 1936年のスペイン内
83   ウクライナ西部のハンガリーと国境を接しているザカルパチア州ではハンガリー系少数民族がいる
が、夜間、自宅にいて兵隊に連れて行かれるのを恐れ、毎晩、国境を越えてハンガリーの親戚など
の家に泊まり、毎朝、仕事のためにウクライナに戻るという生活が続いている。
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戦が第二次世界大戦の前哨戦として世界中から注目された84のは、一旦ファシ
ズムが暴走し始め、止めることに失敗したら、世界中がファシズムの犠牲にな
るということが意識されていたからである。ウクライナにおけるナショナリズ
ムの暴走もファシズムの暴走と同様に止めるのに失敗したら、同様の問題を抱
えている旧ソ連諸国、中国、日本など世界中がナショナリズムの犠牲になると
いうことを意識すべきであろう。
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